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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第55期

第２四半期

連結累計期間

第56期

第２四半期

連結累計期間

第55期

第２四半期

連結会計期間

第56期

第２四半期

連結会計期間

第55期

会計期間
自　平成21年４月１日

至　平成21年９月30日

自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日

自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日

売上高 （千円） 12,650,49317,590,5266,898,3799,166,03329,413,284

経常利益
又は経常損失（△）

（千円） △36,545 443,879 30,785 279,060335,833

四半期（当期）純利益
又は四半期純損失（△）

（千円） △40,952 270,839 25,404 179,824168,658

純資産額 （千円） － － 9,224,1239,463,3969,415,070

総資産額 （千円） － － 15,236,66917,906,70617,218,444

１株当たり純資産額 （円） － － 859.97 881.87 877.89

１株当たり四半期
（当期）純利益金額又は
四半期純損失金額（△）

（円） △3.83 25.32 2.37 16.81 15.77

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

（円） － 25.14 2.36 16.67 15.68

自己資本比率 （％） － － 60.4 52.7 54.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 850,237△445,206 － － 967,898

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △45,980 241,868 － － △72,372

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △74,965△75,024 － － △150,129

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

（千円） － － 1,893,8071,570,4311,930,396

従業員数 （名） － － 285 296 290

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第55期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在し

ますが１株当たり四半期純損失のため、記載をしておりません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 296　

(注) 従業員数は、就業人数であります。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 163　

(注) 従業員数は、就業人数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】
(1)生産実績
特記事項はありません。

　
(2)仕入実績
当第２四半期連結会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)
前年同四半期比(％)

デバイス・ソリューション関東・甲信越カンパニー(千円) 1,401,407 ―

デバイス・ソリューション中部・関西カンパニー(千円) 4,101,218 ―

オーバーシーズ・ソリューションカンパニー(千円) 2,059,040 ―

システム・ソリューションカンパニー(千円) 522,778 ―

 合計(千円) 8,084,445 ―

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　

(3)受注実績
特記事項はありません。
　
(4)販売実績
当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)
前年同四半期比(％)

デバイス・ソリューション関東・甲信越カンパニー(千円) 1,629,737 ―

デバイス・ソリューション中部・関西カンパニー(千円) 4,680,362 ―

オーバーシーズ・ソリューションカンパニー(千円) 2,199,966 ―

システム・ソリューションカンパニー(千円) 655,967 ―

 合計(千円) 9,166,033 ―

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び
当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日）

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

アイシン精機株式会社 1,199,095 17.4 1,299,136 14.2

株式会社デンソー 766,886 11.1 741,817 8.1

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

(1)経営成績の分析

当社グループの当第２四半期連結会計期間では、自動車分野、情報通信分野を中心に生産や輸出が持

ち直していることにより業績は回復基調にあり、売上高は前年同四半期比22億６千７百万円増加して91

億６千６百万円となり、売上総利益は前年同四半期比３億４千１百万円増加し、10億９千４百万円とな

りました。

営業損益は、売上総利益で３億４千１百万円増加しましたが、業績が回復し取引高が増加した事に伴

い荷造運搬費等の販売費及び一般管理費が前年同四半期比１億５百万円増加した為、前年同四半期比２

億３千５百万円増加となり、２億７千６百万円の営業利益となりました。

経常損益は、営業利益２億７千６百万円に加え、外貨建債権債務に関しては、円高傾向にあるものの為

替予約等を利用し為替によるリスクを軽減した結果、前年同四半期と比較して為替差損が１千４百万円

減少したこと等により、前年同四半期比２億４千８百万円増加し、２億７千９百万円の経常利益となり

ました。

税金等調整前四半期純損益につきましては、経常利益２億７千９百万円に、有形固定資産の売却益４

千万円の特別利益の計上があり、前年同四半期比２億８千９百万円の増加となり、３億１千９百万円の

税金等調整前四半期純利益となりました。

四半期純損益は、税金等調整前四半期純利益が３億１千９百万円増加した事に伴い、法人税、住民税及

び事業税等が前年同四半期比１億３千４百万円増加したことにより、前年同四半期比１億５千４百万円

増加の１億７千９百万円の四半期純利益となりました。

　
　セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

　
　○デバイス・ソリューション関東・甲信越カンパニー

情報通信分野において一部PC向け等に受注不透明感が出てきましたが、携帯電話・液晶テレビ市　　場だ

けでなく、自動車・民生デジタル・FA市場全般に業績回復が持続した結果、売上高は16億２千９百万円と

なり、セグメント利益は１億６百万円となりました。

　
　○デバイス・ソリューション中部・関西カンパニー

FA・工作機械分野では中国を含む新興国向け需要が急速に回復するとともに、自動車分野においても優

遇政策終了前の駆け込み需要増や環境対応車向け車載用半導体が堅調に推移した結果、売上高は46億８千

万円となり、セグメント利益は２億６千万円となりました。

　
　○オーバーシーズ・ソリューションカンパニー

中華圏、東南アジア圏を中心に、情報通信分野、FA分野、自動車分野において、全般的に好調に推移してい

ることに加え、TV・SSD関連への新規ビジネス参入により、売上高は21億９千９百万円となり、セグメント

利益は６千４百万円となりました。

　
　○システム・ソリューションカンパニー

建設関連の設備投資の一部立ち遅れはあるものの、FA分野およびアミューズメント分野での販売が堅調

に推移した結果、売上高は６億５千５百万円となり、セグメント利益は３千６百万円となりました。
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　(2)財政状態の分析

(資産)

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は179億６百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億

８千８百万円の増加となりました。

主な要因は、現金及び預金が３億５千９百万円、有形固定資産が２億７千５百万円減少したものの、増

加要因として、売上債権が10億８千６百万円、たな卸資産が２億８千８百万円増加したことなどによるも

のです。

　
(負債)

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は84億４千３百万円となり、前連結会計年度末に比べ

６億３千９百万円の増加となりました。

主な要因は、仕入債務が４億６千万円、未払法人税等が１億６千６百万円増加したことなどによるもの

です。

　
(純資産)

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は94億６千３百万円となり、前連結会計年度末に比

べ４千８百万円の増加となりました。

増加要因として、四半期純利益で２億７千万円の計上があったものの、減少要因として配当金の支払７

千４百万円及び為替換算調整勘定の減少１億２千４百万円などの減少があったことによるものです。

　
(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前年同四半期連結会計期間末に

比べ３億２千３百万円減少し、15億７千万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは１億１千９百万円の支出となり、前年同四半期と比較して

２億８千万円減少しました。

主な要因は、税金等調整前四半期純利益が３億１千９百万円となり、前年同四半期と比較して２億

８千９百万円増加したこと、売上債権の増減額が前年同四半期と比較して２億２千８百万円増加し

たこと等の増加要因がありましたが、減少要因として、たな卸資産の増減額が前年同四半期と比較し

て１億８千７百万円、仕入債務の増減額が前年同四半期と比較して５億２千５百万円減少したこと

等に加え、法人税等の還付額が前年同四半期と比較して８千９百万円減少したことなどによります。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは２億２千８百万円の収入となり、前年同四半期と比較して

２億３千３百万円増加となりました。

主な要因は、当第２四半期連結会計期間において、有形固定資産の売却による収入２億４千７百万

円があったことなどによります。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは７百万円の支出となり、前年同四半期と比較して１百万円

の支出増加となりました。

主な要因は、前年同四半期と比較して、配当金の支払額が１百万円増加したことなどによります。

　
(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。
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(5)研究開発活動

該当事項はありません。

　
(6)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の状況と見通し

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、アジアを中心とした新興国の景気回復に伴う生産
および輸出の増加や国内での景気対策などにより、企業の景況感は回復基調となりましたが、海外景気の
下振れ懸念や円高・株安・デフレの影響により景気は足踏み状態となっており、また、失業率も依然とし
て高水準にあるなど、景気の先行きには不透明感が強いままとなっております。
当社グループにおける事業分野別では、工作機械分野は中国向け設備投資を中心に改善傾向にあり、自
動車分野や情報通信分野でも生産や輸出が持ち直しております。特に自動車分野では環境対応車を中心
に業績も堅調に推移してきておりますが、下期についてはエコカー補助金の終了による自動車生産・販
売の反動減が業績に影響を与えるものと思われます。
このような経済環境のもと、当社グループは“Quality First for Customer!"の経営ビジョンに沿い、
下記を中心に引続き積極的な営業活動を展開するとともに、経費削減、業務改善、人財開発、海外営業基盤
拡大等の構造改革を強力に進めております。
①環境対応型（ハイブリッド車、電気自動車）自動車分野での取引基盤の拡大
②情報通信分野でのデザイン・イン活動の推進
③国内外の廉価・良質な部品の開拓
④不採算取引の見直し
⑤システム事業の海外案件の拡大
⑥品質監査ビジネスの拡大
当社グループを取り巻く事業分野では、ますます進化し続ける情報通信分野、安全性や快適性に加え環
境性能が求められる自動車分野、それらを支えるFA分野等、当社が提供する電子デバイスやシステムに関
する市場分野は日本、中国さらに東南アジア諸国において、今後も将来展望は明るいものと予測しており
ます。特に中華圏での営業基盤拡大の機会は増大するものと考えております。
また、マーケティング部の強化を図り、医療、エネルギーの新分野に対しても積極的に市場開拓を推進
してまいります。
デバイスソリューション部門では、日本、中国、アジア、アメリカを結ぶ、グローバルな情報ネットワー
クを活用すると同時に、品質管理専任者による品質管理体制のもと、品質第一で競争力のある最新の商品
やメーカーを開発し、お客様に提案、提供してまいります。　
また、技術本部は、関連子会社の東海テクノセンター（株）の開発部門と連携を深め、営業部門への技
術支援体制の強化、ソフト開発の推進並びに技術者の育成に努めてまいります。
システムソリューション部門では、技術者を増員育成し、システムインテグレーション、マイコン開発、
基板アセンブリー等、開発設計・施工・メンテナンスまでのワンストップソリューションを実現するサ
ポート体制を更に高め、お客様満足度の向上を目指してまいります。なお、当部門におきましては品質マ
ネジメントの国際規格である「ISO9001」を、東海テクノセンター（株）のIS部門（平成14年９月）なら
びに東海オートマチックス（株）（平成17年２月）が認証取得しており、この運営を通じてより高品質
なシステムを提供してまいります。
地球環境保全は当社におきましても重要な経営課題の一つです。平成16年３月、環境マネジメントシス
テム「ISO14001」を国内10拠点・関連会社２社で認証取得し平成22年３月の更新審査も終了いたしまし
た。また 、海外でも平成21年１月PT.TOKAI PRECISION INDONESIA、平成22年１月
TOKAI PRECISION PHILIPPINES,INC.において、それぞれ「ISO14001」を認証取得しました。
今後とも継続的に環境マネジメントシステムの維持・改善に努め、お客様のグリーン調達にも貢献で
きる企業活動を推進してまいります。
　

(7)経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、景気の先行きは当面弱めの動きも見込まれるものの、海外経済の改善や各種

政策効果などを背景として、新興国を中心に輸出の拡大基調が継続し、海外との取引が増加する見込みで

ある状況と考え、更なる事業の再構築等を推進していく必要があり、特に下記５点を重要課題として取り

組んでいます。

　
①構造改革

国内外企業との競争が厳しさを増す中で、これまでの事業運営の在り方の抜本的な改革の継続が必

要と認識しており、構造改革委員会を通じて、経営主導で国内外にわたり営業・業務プロセスの見直

し、改革を加速させてまいります。
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②海外営業基盤の拡大と新市場の開拓

新興国市場の拡大を含め、経済のグローバル化の進展は、これまでの市場の在り方を変革する動き

であるとの認識の下、既存の市場だけに頼るのではなく、海外営業基盤の拡大、環境、エネルギーや医

療などの新市場の開拓が喫緊の課題と認識しており、海外営業推進体制の強化、マーケティング部の

拡充等を通じて、新市場の開拓に取り組んでまいります。

　
③付加価値、品質及び技術力の向上

経済のグローバル化が進展する状況下では、他社との競争が以前にも増して厳しくなるものと予測

しており、お客様に提案する商品については、これまで以上に利用価値・付加価値の高いものの提供

が必要であると認識しております。

従来以上に国内外市場から、より良い品質、より安い価格、より高機能な商品の提案を進めるととも

に、ソフトウェア開発等の技術力をベースにした利用価値・付加価値を高めた商品を開発し提案して

まいります。

　
④人財開発

職場の実態に合わせた人事コースの設定、適材適所、能力に見合った給与体系などを反映した新人

事制度の運用により、人財育成と組織活性化を推進してまいります。

　
⑤コーポレート・ガバナンスの徹底と内部統制システムの確実な運用

これまでに構築した内部統制体制を更に拡充するとともに、コーポレート・ガバナンスの面でもよ

り社会から信頼される企業を目指して研修や社内教育等を充実してまいります。

　
当社グループは、収益重視と経営ビジョンである“Quality First for Customer!”に沿い、全社員が社

業発展に向けた改善への努力により業績拡大に努めてまいります。また、管理体制面ではコンプライアン

スを徹底し、内部統制機能の強化と経営体質の改善に努めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更ならびに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 31,214,000

計 31,214,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成22年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年11月11日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 11,801,316 11,801,316
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数1,000株

計 11,801,316 11,801,316－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。
①平成18年６月29日取締役会決議
　 第２四半期会計期間末現在

(平成22年９月30日)
新株予約権の数（個） ７

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 7,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 7,000

新株予約権の行使期間
自　平成19年６月30日
至　平成28年７月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額(円)

該当事項ありません。(注)

新株予約権の行使の条件

①新株予約権は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日
から10日を経過する日までの期間に限り、新株予約権を
行使できるものとする。
②新株予約権１個当りの一部行使は出来ないものとする。
③上記以外の新株予約権の行使条件については、当社取締
役会決議に基づき当社と対象取締役との間で締結する
「新株予約権割当契約書」に定めるところによるもの
とする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他の処分については、当社取
締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）新株予約権の行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式で、これにより新規に発行さ

れる株式はありません。
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②平成19年６月28日取締役会決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 18
新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 18,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 18,000

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月18日
至　平成38年７月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

該当事項ありません。(注)

新株予約権の行使の条件

①新株予約権は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌
日から10日を経過する日までの期間に限り、新株予約
権を行使できるものとする。
②新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権者
が死亡した日の翌日から10ヶ月を経過する日までの期
間に限り、新株予約権を行使することができる。

③上記以外の新株予約権の行使条件については、当
社取締役会決議に基づき当社と対象取締役との
間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め
るところによるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他の処分については、当社
取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）新株予約権の行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式で、これにより新規に発行さ

れる株式はありません。

　
③平成20年６月27日取締役会決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 18
新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 18,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 18,000

新株予約権の行使期間
自　平成20年７月16日
至　平成38年７月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

該当事項ありません。(注)１

新株予約権の行使の条件

①新株予約権は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日
から10日を経過する日までの期間に限り、新株予約権を
行使できるものとする。
②新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権者が
死亡した日の翌日から10ヶ月を経過する日までの期間
に限り、新株予約権を行使することができる。
③上記以外の新株予約権の行使条件については、当
社取締役会決議に基づき当社と対象取締役との間
で締結する「新株予約権割当契約書」に定めると
ころによるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他の処分については、当社
取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)２

（注）１．新株予約権の行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式で、これにより新規に
発行される株式はありません。
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２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式
移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効
力発生時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に
対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以
下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとす
る。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する
ものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契
約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた
場合に限るものとする。
(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数
新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権の行使に
より交付される再編対象会社の株式１株当たりの再編後払込金額を１円とし、これに上記(3)
に従って決定される当該各新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得られ
る金額とする。

(5)新株予約権を行使することができる期間
新株予約権に行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれ
か遅い日から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関す
る事項
①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則
第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円
未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。
②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記
載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた金額とする。

(7)譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

(8)新株予約権の取得条項
新株予約権者が新株予約権を行使できなくなった場合、当社は新株予約権を無償にて取得し消
却することができるものとする。

　

EDINET提出書類

東海物産株式会社(E02684)

四半期報告書

12/35



　

④平成21年６月26日取締役会決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 25
新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 25,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 25,000

新株予約権の行使期間
自　平成21年７月15日
至　平成38年７月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

該当事項ありません。(注)１

新株予約権の行使の条件

①新株予約権は、取締役については当社の取締役の地位を
喪失した日の翌日、又、執行役員については当社の執行
役員の地位を喪失した日、又は従業員退職日のいずれ
か遅い日の翌日から10日を経過する日までの期間に限
り、新株予約権を行使できるものとする。

②新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権者が
死亡した日の翌日から10ヶ月を経過する日までの期間
に限り、新株予約権を行使することができる。

③上記以外の新株予約権の行使条件については、当社取締
役会決議に基づき当社と対象取締役、又は対象執行役
員との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め
るところによるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他の処分については、当社
取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)２

（注）１．新株予約権の行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式で、これにより新規に
発行される株式はありません。

２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式
移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効
力発生時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に
対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以
下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとす
る。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する
ものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契
約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた
場合に限るものとする。
(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数
新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権の行使に
より交付される再編対象会社の株式１株当たりの再編後払込金額を１円とし、これに上記(3)
に従って決定される当該各新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得られ
る金額とする。

(5)新株予約権を行使することができる期間
新株予約権に行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれ
か遅い日から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関す
る事項
①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則
第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１
円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。
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②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記
載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた金額とする。

(7)譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

(8)新株予約権の取得条項
新株予約権者が新株予約権を行使できなくなった場合、当社は新株予約権を無償にて取得する
ことができるものとする。
　

EDINET提出書類

東海物産株式会社(E02684)

四半期報告書

14/35



　

⑤平成22年６月25日取締役会決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 27
新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 27,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 27,000

新株予約権の行使期間
自　平成22年７月21日
至　平成65年７月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

該当事項ありません。(注)１

新株予約権の行使の条件

①新株予約権は、取締役については当社の取締役の地位を
喪失した日の翌日、又、執行役員については当社の執行
役員の地位を喪失した日、又は従業員退職日のいずれ
か遅い日の翌日から10日を経過する日までの期間に限
り、新株予約権を行使できるものとする。

②新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権者が
死亡した日の翌日から10ヶ月を経過する日までの期間
に限り、新株予約権を行使することができる。

③上記以外の新株予約権の行使条件については、当社取締
役会決議に基づき当社と対象取締役、又は対象執行役
員との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め
るところによるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他の処分については、当社
取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)２

（注）１．新株予約権の行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式で、これにより新規に
発行される株式はありません。

２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式
移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効
力発生時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に
対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以
下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとす
る。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する
ものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契
約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた
場合に限るものとする。
(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数
新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権の行使に
より交付される再編対象会社の株式１株当たりの再編後払込金額を１円とし、これに上記(3)
に従って決定される当該各新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得られ
る金額とする。

(5)新株予約権を行使することができる期間
新株予約権に行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれ
か遅い日から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関す
る事項
①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則
第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１
円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。
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②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記
載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた金額とする。

(7)譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

(8)新株予約権の取得条項
新株予約権者が新株予約権を行使できなくなった場合、当社は新株予約権を無償にて取得する
ことができるものとする。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年９月30日 ― 11,801,316 ― 3,075,396 ― 2,511,009

　

(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ＯＫＵＲＡ株式会社 名古屋市千種区今池南17番4号 1,415 11.99

江口健三 名古屋市瑞穂区 1,010 8.56

牧　三枝 東京都世田谷区 840 7.12

江口由江 横浜市青葉区 725 6.14

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 525 4.45

江口志津 名古屋市瑞穂区 431 3.65

株式会社メルコホールディングス 名古屋市南区柴田本通４丁目15 308 2.61

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 200 1.69

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７－３ 200 1.69

住友生命保険相互会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 191 1.61

計 － 5,848 49.55

（注)１．上記のほか、当社所有の自己株式が1,105千株(9.36％)あります。
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,105,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,631,000 10,631 －

単元未満株式 普通株式 65,316 － －

発行済株式総数 　 11,801,316 － －

総株主の議決権 － 10,631 －

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 名古屋市中区栄 　 　 　 　

東海物産株式会社 三丁目34番14号 1,105,000 － 1,105,000 9.36

計 － 1,105,000 － 1,105,000 9.36

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年

４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

最高(円) 333 341 336 325 324 337

最低(円) 311 308 321 312 308 318

(注)　株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,570,431 1,930,396

受取手形及び売掛金 9,585,850 8,499,654

たな卸資産 ※1
 2,155,315

※1
 1,866,523

その他 207,012 209,108

貸倒引当金 △1,788 △1,623

流動資産合計 13,516,822 12,504,060

固定資産

有形固定資産

土地 2,083,638 2,193,575

その他（純額） ※２
 1,278,579

※２
 1,444,176

有形固定資産合計 3,362,217 3,637,751

無形固定資産 84,183 120,090

投資その他の資産

投資有価証券 482,818 525,220

その他 460,672 431,329

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 943,482 956,541

固定資産合計 4,389,883 4,714,383

資産合計 17,906,706 17,218,444

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,284,904 6,824,585

未払法人税等 285,134 118,690

賞与引当金 166,072 142,140

役員賞与引当金 27,320 29,185

その他 238,177 200,371

流動負債合計 8,001,609 7,314,972

固定負債

退職給付引当金 344,950 341,718

その他 96,750 146,683

固定負債合計 441,700 488,401

負債合計 8,443,309 7,803,374
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,075,396 3,075,396

資本剰余金 2,511,477 2,511,477

利益剰余金 5,473,531 5,214,054

自己株式 △435,183 △434,908

株主資本合計 10,625,220 10,366,019

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 83,550 112,790

土地再評価差額金 △802,869 △739,354

為替換算調整勘定 △473,440 △348,829

評価・換算差額等合計 △1,192,759 △975,393

新株予約権 30,934 24,444

純資産合計 9,463,396 9,415,070

負債純資産合計 17,906,706 17,218,444
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 12,650,493 17,590,526

売上原価 11,255,974 15,532,189

売上総利益 1,394,519 2,058,336

販売費及び一般管理費 ※
 1,425,016

※
 1,617,737

営業利益又は営業損失（△） △30,496 440,598

営業外収益

受取利息 1,239 1,095

受取配当金 4,919 5,959

仕入割引 5,787 8,120

その他 6,160 3,580

営業外収益合計 18,106 18,756

営業外費用

為替差損 21,257 15,472

その他 2,897 3

営業外費用合計 24,155 15,476

経常利益又は経常損失（△） △36,545 443,879

特別利益

固定資産売却益 － 40,898

特別利益合計 － 40,898

特別損失

固定資産除却損 33 －

特別損失合計 33 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△36,579 484,777

法人税、住民税及び事業税 11,513 274,303

法人税等調整額 △7,140 △60,365

法人税等合計 4,373 213,938

少数株主損益調整前四半期純利益 － 270,839

四半期純利益又は四半期純損失（△） △40,952 270,839
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 6,898,379 9,166,033

売上原価 6,144,718 8,071,264

売上総利益 753,661 1,094,768

販売費及び一般管理費 ※
 713,172

※
 818,568

営業利益 40,488 276,199

営業外収益

受取利息 733 468

受取配当金 894 951

仕入割引 3,048 4,149

その他 4,374 1,375

営業外収益合計 9,051 6,945

営業外費用

為替差損 18,846 4,082

その他 △91 1

営業外費用合計 18,755 4,084

経常利益 30,785 279,060

特別利益

固定資産売却益 － 40,898

特別利益合計 － 40,898

特別損失

固定資産除却損 33 －

特別損失合計 33 －

税金等調整前四半期純利益 30,751 319,958

法人税、住民税及び事業税 5,312 221,692

法人税等調整額 34 △81,558

法人税等合計 5,346 140,134

少数株主損益調整前四半期純利益 － 179,824

四半期純利益 25,404 179,824
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△36,579 484,777

減価償却費 95,855 89,740

受取利息及び受取配当金 △11,945 △15,176

支払利息 166 －

売上債権の増減額（△は増加） △490,713 △1,215,096

たな卸資産の増減額（△は増加） 332,206 △322,709

仕入債務の増減額（△は減少） 926,192 578,045

その他 △60,035 36,962

小計 755,145 △363,456

利息及び配当金の受取額 11,945 15,176

利息の支払額 △166 －

法人税等の支払額 △16,702 △107,760

法人税等の還付額 100,014 10,834

営業活動によるキャッシュ・フロー 850,237 △445,206

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,705 △15,558

有形固定資産の売却による収入 － 276,351

無形固定資産の取得による支出 △9,666 △2,700

投資有価証券の取得による支出 △29,060 △3,282

その他 △2,548 △12,941

投資活動によるキャッシュ・フロー △45,980 241,868

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △179 △274

ストックオプションの行使による収入 5 －

配当金の支払額 △74,790 △74,749

財務活動によるキャッシュ・フロー △74,965 △75,024

現金及び現金同等物に係る換算差額 △48,480 △81,602

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 680,810 △359,965

現金及び現金同等物の期首残高 1,212,996 1,930,396

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,893,807

※
 1,570,431
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

第1四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月

31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月

31日)を適用しております。

当該変更に伴う損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一部
を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株
主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
　

　

　
当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一部
を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結会計期間では、「少数株
主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
　

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しく変化がな

いと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法

当第２四半期連結会計期間末の棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３．固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間

按分する方法によっております。

なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算

出する方法によっております。

４．経過勘定項目の算定方法

合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。

５．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定す

る方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異

等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度末において使用した将来の業績

予想やタックス・プランニングを利用する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

※１　たな卸資産の内訳

商品 2,155,178千円

仕掛品 137千円

計 2,155,315千円

 

※１　たな卸資産の内訳

商品 1,860,229千円

仕掛品 6,294千円

計 1,866,523千円

 
※２　有形固定資産の減価償却累計額 942,369千円

　
※２　有形固定資産の減価償却累計額 1,045,265千円

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

※販売費及び一般管理費の主なもの

給与・賞与 514,377千円

賞与引当金繰入額 94,616千円

退職給付費用 78,106千円

荷造運搬費 118,409千円

減価償却費 92,831千円

 

※販売費及び一般管理費の主なもの

給与・賞与 544,140千円

賞与引当金繰入額 155,916千円

退職給付費用 68,484千円

荷造運搬費 149,321千円

減価償却費 85,311千円

 

　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

※販売費及び一般管理費の主なもの

給与・賞与 255,560千円

賞与引当金繰入額 43,814千円

退職給付費用 44,178千円

荷造運搬費 62,171千円

減価償却費 46,371千円

 

※販売費及び一般管理費の主なもの

給与・賞与 271,830千円

賞与引当金繰入額 78,386千円

退職給付費用 34,554千円

荷造運搬費 74,652千円

減価償却費 40,942千円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

※　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末
残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在）

※　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末
残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在）

現金及び預金 1,893,807千円

現金及び現金同等物 1,893,807千円

　

現金及び預金 1,570,431千円

現金及び現金同等物 1,570,431千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

　普通株式（株） 11,801,316

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

　普通株式（株） 1,105,317

　

３　新株予約権の四半期連結会計期間末残高

ストック・オプションとしての新株予約権

会社名 目的となる株式の種類
目的となる株式の数

(株)

当第２四半期

連結会計期間末残高

(千円)

提出会社 ― ― 30,934

合計 ― 30,934

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年6月25日
定時株主総会

普通株式 74,877 7 平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

　

(2)　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 74,871 7 平成22年９月30日 平成22年11月30日 利益剰余金

　

　

５　株主資本の金額の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

第２四半期連結会計期間は、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占めるデバイス事業に

おける各種電子関連商品の販売の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報

の記載を省略しております。

　
前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

第２四半期連結累計期間は、全セグメントの売上高の合計、営業利益の金額の合計額に占めるデバイス

事業における各種電子関連商品の販売の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメン

ト情報の記載を省略しております。

　
【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　

　
日本

(千円)

アジア

(千円)

北米

(千円)
計(千円)

消去又は

全社

(千円)

連結(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

5,097,8401,765,35535,1846,898,379 － 6,898,379

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

447,54583,678 10,513541,736(541,736) －

計 5,545,3851,849,03345,6977,440,116(541,736)6,898,379

営業利益 180,61724,273 2,228 207,119(166,631)40,488

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　

　
日本

(千円)

アジア

(千円)

北米

(千円)

計

(千円)

消去又は

全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

9,404,4243,178,17967,88912,650,493 － 12,650,493

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

739,360150,97317,424907,758(907,758) －

計 10,143,7853,329,15385,31413,558,252(907,758)12,650,493

営業利益又は営業損失(△) 265,424 9,672 3,309 278,407(308,904)△30,496

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……中国、シンガポール、台湾、フィリピン、インドネシア、タイ

(2) 北米………アメリカ
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　

　 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,663,302 36,666 2,481 1,702,450

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 6,898,379

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

24.1 0.5 0.1 24.7

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　

　 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 3,027,933 70,882 4,774 3,103,590

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 12,650,493

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

23.9 0.6 0.0 24.5

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……中国、シンガポール、台湾、フィリピン、インドネシア、タイ

(2) 北米………アメリカ

(3) その他の地域……イギリス、フランス

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号  平成20年３月21日）を適用しております。

　
１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は営業本部統括のもと、デバイス事業として、各種電子商品関連の販売を行っております。国内はデバ

イス・ソリューション関東・甲信越カンパニー、デバイス・ソリューション中部・関西カンパニーに区分し、

海外においてはオーバーシーズ・ソリューションカンパニーとして、主に中国・東南アジア地区を中心に販

売活動を行っております。また、システム事業として、ソフトウェアの製造・販売およびその他サービス等の

事業活動を展開しているシステム・ソリューションカンパニーに区分しており、これらの各カンパニーを報

告セグメントとしております。

　
２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：千円）

　

報告セグメント

デバイス・

ソリューション

関東・甲信越

カンパニー

デバイス・

ソリューション

中部・関西

カンパニー

オーバーシーズ・

ソリューション

カンパニー

システム・

ソリューション

カンパニー

計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 3,401,1278,941,9474,136,3871,111,06217,590,526

セグメント間の内部

売上高又は振替高
891,720 87,281 376,657 13,263 1,368,923

計 4,292,8489,029,2294,513,0441,124,32618,959,449

セグメント利益 221,043 476,093 87,935 37,907 822,980

　
当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：千円）

　

報告セグメント

デバイス・

ソリューション

関東・甲信越

カンパニー

デバイス・

ソリューション

中部・関西

カンパニー

オーバーシーズ・

ソリューション

カンパニー

システム・

ソリューション

カンパニー

計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 1,629,7374,680,3622,199,966655,9679,166,033

セグメント間の内部

売上高又は振替高
457,851 46,961 213,671 6,945 725,430

計 2,087,5884,727,3232,413,638662,9129,891,463

セグメント利益 106,391 260,265 64,342 36,011 467,010
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 822,980

セグメント間取引消去 15,071

全社費用(注) △397,452

四半期連結損益計算書の営業利益 440,598

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 467,010

セグメント間取引消去 18,308

全社費用(注) △209,120

四半期連結損益計算書の営業利益 276,199

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

（賃貸等不動産関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　前連結会計年度の末日における賃貸等不動産（235,452千円）については、当第２四半期連結会計期間にお

いて売却した為、四半期連結貸借対照表計上額はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 881円87銭

　

１株当たり純資産額 877円89銭

　
　 　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 9,463,396 9,415,070

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 30,934 24,444

（うち新株予約権） (30,934) (24,444)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額
（千円）

9,432,461 9,390,625

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末
（期末）の普通株式の数（株）

10,695,999 10,696,825

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 3円83銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 25円32銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

25円14銭

　

　 　

(注)　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の

基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額

　 　

四半期純利益又は四半期純損失(△)
（千円）

△40,952 270,839

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）（千円）

△40,952 270,839

普通株式の期中平均株式数（株） 10,695,436 10,696,375

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 78,232

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

－ －
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第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 2円37銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

2円36銭

　

１株当たり四半期純利益金額 16円81銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

16円67銭

　
　 　

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 25,404 179,824

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 25,404 179,824

普通株式の期中平均株式数（株） 10,697,737 10,696,062

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 63,723 88,559

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

－ －

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第56期(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)中間配当については、平成22年10月28日開催の
取締役会において、平成22年９月30日最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権
者に対し、次のとおり中間配当を行なうことを決議いたしました。

(1)中間配当による配当金の総額 74,871,993円

(2)１株当たりの金額 7円00銭

(3)支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成22年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成21年11月４日

東海物産株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人 トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    松    岡    正    明    ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    林          伸    文    ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海

物産株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海物産株式会社及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成22年11月５日

東海物産株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人 トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    松    岡    正    明    ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    林          伸    文    ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海

物産株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海物産株式会社及び連結子会社の平成22年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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